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簡易公募型プロポーザル実施要領 

【湯来地域における小中一貫教育校校舎新築工事に伴う基本・実施設計業務】 

 

１ 目的 

  この実施要領は、湯来地域における小中一貫教育校校舎新築工事に伴う基本・実施設計業

務を委託するに当たり、適切な設計者又は設計共同体（以下「設計者等」という。）を簡易

公募型プロポーザル方式により特定するための必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 業務名 

   湯来地域における小中一貫教育校校舎新築工事に伴う基本・実施設計業務 

⑵ 業務内容 

   令和７年３月に策定した「湯来地域における小中一貫教育校の校舎新築に係る基本計画」

に基づき、湯来地域の全ての小学校及び中学校（湯来東小学校、湯来南小学校、湯来中学

校、砂谷中学校の計４校）を統合し、小中一貫教育校の校舎等整備に係る基本・実施設計

業務を行う。 

⑶ 履行場所 

   佐伯区湯来町大字白砂 

⑷ 業務期間 

   契約締結の日から令和９年３月２６日（金）まで 

⑸ 参考業務規模 

   １億９，２００万円程度（税込）を上限として見込んでいる。 

 

３ 業務実施上の条件 

⑴ 参加表明書を提出できる者の資格要件 

   参加表明書の提出者（以下「参加表明者」という。）は、アからエまでに掲げる要件を

全て満たす者であること。 

   また、参加表明者が設計共同体の場合には、全ての構成員がアからエまでに掲げる要件

を全て満たすとともに、設計共同体がオに掲げる要件を全て満たすこと。 

ア 本市の令和７・８年度建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者として、業務の

種類が建築関係建設コンサルタント業務の登録種目「建築一般」に登録されている者で

あること。 

イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく、一級建築士事務所

の登録を受けた者であること。 

ウ 他の参加表明者の構成員や協力事務所として、本プロポーザルに参加していないこ

と。 

  エ (ｱ)から(ｵ)に掲げる要件を全て満たす者であること。 

(ｱ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４及び広島市契約規

則第２条に該当していないこと。 

(ｲ) 公示の日から参加表明書の提出日までのいずれの日においても、営業停止処分

（本件入札に参加することを禁止する内容を含む処分に限る。）又は本市の指名停止

措置を受けていないこと。 

    (ｳ) 次のいずれにも該当していないこと。 

    ａ 会社法の規定による清算の開始、破産法の規定による破産手続開始の申立て、会

社更生法の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定による再生手続
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開始の申立てがあった者（会社更生法の規定による更生手続開始若しくは更生計画

認可の決定又は民事再生法の規定による再生手続開始若しくは再生計画認可の決定

を受けた者で、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。） 

    ｂ 手形若しくは小切手の不渡りにより手形交換所による取引停止処分があった事実

又は銀行若しくは主要取引先から取引の停止を受けた事実があり、経営状況が健全

でないと判断される者 

   (ｴ) 他の参加表明者のうちに、次に掲げる資本的関係又は人的関係において密接な関係

を有する者（資本的関係又は人的関係を介して、複合的に連鎖している者を含む。）

がいないこと。 

    ａ 親会社と子会社 

    ｂ 親会社が同一である子会社 

    ｃ 代表権を有する者が同一である会社 

    ｄ 役員等が兼任している会社（一方の会社の役員が他方の会社の管財人（会社更生

法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を

いう。）を兼任している場合を含む。） 

    ｅ 役員が夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社 

    ｆ 前記ａからｅまでが複合した関係にある会社 

    ｇ 本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり審査の適正さが阻害されると認

められる会社 

    ｈ 社員が他の会社の事務や営業に関わっており審査の適正さが阻害されると認めら

れる会社 

    ｉ その他審査の適正さが阻害されると認められる会社 

(ｵ) 次に掲げる広島市建設コンサルタント業務等競争入札取扱要綱第２８条第 1 号及び

第２号イからオまでの規定により選定することができない者に該当していないこと。 

    ａ 広島市税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 

    ｂ 法令等に抵触するおそれのある者であって、現に関係機関が事実関係を調査中で

あり、本市の契約の相手方とすることにより市民の信頼を損ねると認められる者 

    ｃ 企業実態調査実施要領に基づく実態調査に関し、本市の契約の相手方として不適

当であると認められる者 

    ｄ 1 カ月以内に、正当な理由がなく入札参加資格確認申請書を提出しなかったこと

により入札無効となった者及び正当な理由がなく不備のある入札参加資格確認申請

書を提出したことにより入札無効となった者 

    ｅ 本市に対する債務の履行の見込みがないと認められる者 

  オ (ｱ)から(ｳ)までに掲げる要件を全て満たすこと。 

(ｱ) 構成員の数が２者となる設計共同体であること。 

(ｲ) 構成員の代表者（以下「代表構成員」という。）は、設計共同体において中心的役

割を担う履行能力を持ち、かつ出資比率が過半であること。 

(ｳ) 構成員の出資比率は、業務分担率に準じていること。 

また、各構成員の業務分担率は、３０％以上とすること。 

⑵ 技術者の資格要件等 

  ア 別紙４「広島市委託契約約款（建築設計業務用）」第１４条の規定に基づく管理技術

者（以下「管理技術者」という。）１名を配置することとし、当該技術者は一級建築士

であること。 

  イ 別紙４「広島市委託契約約款（建築設計業務用）」第１５条の規定に基づく照査技術

者（以下「照査技術者」という。）１名を配置することとし、当該技術者は一級建築士
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であること。 

  ウ 管理技術者の下に、次表の分担業務分野に示す主任担当技術者を各１名配置すること。 

    なお、管理技術者及び照査技術者と各主任担当技術者は、兼務していないこと。また、

主任担当技術者は他の分担業務分野の主任担当技術者を兼務していないこと。 

分担業務分野 業務内容 

建築（総合） 
建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造、設備、外構に関
する設計をとりまとめる設計 

建築（構造） 建築物の構造に関する設計 

電気 建築物の電気設備、昇降機などに関する設計 

機械 建築物の給排水衛生設備、空調換気設備などに関する設計 

※ 主任担当技術者とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を 

総括する役割を担う者とする。 

  エ 管理技術者、照査技術者及び建築（総合）の主任担当技術者は、参加表明者の組織

（設計共同体の場合は、代表構成員に限る。）に所属していること。 

⑶ 業務の一部を第三者に請け負わせ、又は委任（以下「再委託」という。）する協力事務

所に要求される資格 

   別紙４「広島市委託契約約款（建築設計業務用）」第１１条の２第１項の各号のいずれ

にも該当しないこと。 

 

４ 公募スケジュール 

区   分 スケジュール 

募集の公示 令和７年６月３日（火） 

質問の受付期間 令和７年６月３日（火）から令和７年６月１７日（火）まで 

質問に対する回答の公表 令和７年６月２３日（月） 

参加表明書の提出期間 令和７年６月３日（火）から令和７年６月２５日（水）まで 

技術提案者の選定結果の通知 令和７年７月初旬（予定） 

技術提案書の提出期間 
技術提案者の選定結果通知日の翌日から令和７年８月２０日

（水）まで 

技術提案書に係るヒアリング

（審査委員会）の実施 
令和７年９月初旬（予定） 

設計候補者の選定結果の通知 令和７年９月初旬（予定） 

 

５ 事業スケジュール（予定） 

 ・令和７・８年度：基本・実施設計 

・令和９～１１年度：新築工事等 

 ・令和１２年４月：開校 

 

６ 担当課 

広島市都市整備局営繕部営繕課（本庁舎７階） 

  住   所：〒７３０－８５８６ 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

  電   話：０８２－５０４－２３３９ 

  Ｆ Ａ Ｘ：０８２－５０４－２１８２ 

  電子メール：eizen@city.hiroshima.lg.jp 
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７ 質問の受付及び回答 

⑴ 提出方法等 

   質問内容（本件プロポーザルに係る各種資料、様式その他業務の受託を検討する上で必

要な事項に限る。）を質問書（様式１４）に記入の上、持参、郵送又は電子メールで前記

６の担当課へ提出し、提出した旨を電話連絡すること。 

なお、質問書には、参加表明者の担当部署、担当者氏名、電話番号、ＦＡＸ番号及び電

子メールアドレスを併記すること。 

⑵ 受付期間 

   公示日から令和７年６月１７日（火）まで 

ただし、持参する場合は受付期間の８時３０分から１７時１５分まで（広島市の休日を

定める条例（平成３年広島市条例第４９号）に規定する市の休日（以下「市の休日」とい

う。）を除く。）とし、郵送の場合は受付期間の最終日に必着とする。また、電子メール

の場合は受付期間の最終日の１７時１５分までに必達とする。 

⑶ 質問に対する回答 

令和７年６月２３日（月）（予定）までに本市ホームページ上（トップページの「事業

向け情報」→「入札・契約情報」→「入札発注情報」→「プロポーザル・コンペの案件情

報」→「令和７年度 プロポーザル・コンペ案件」→「【簡易公募型プロポーザル】湯来

地域における小中一貫教育校校舎新築工事に伴う基本・実施設計業務」）に掲載する。 

 

８ 参加表明書の提出等 

⑴ 提出書類 

様式１から様式５（設計共同体の場合は、様式１から様式８）を作成して、前記６の担

当課へ提出すること。 

⑵ 提出書類の作成方法等 

  ア 様式１（参加表明書） 

    参加表明者（設計共同体の場合は、代表構成員及び構成員）及び作成者を記入するこ

と（単体の場合は様式１-１、設計共同体の場合は様式１-２に記入）。 

また、資格要件を満たしている場合は、□にチェックを記入するとともに、建築関係

建設コンサルタント業務の登録種目「建築一般」に係る令和７・８年度建設コンサルタ

ント業務等競争入札参加資格の認定の登録番号を記入すること。 

さらに、以下の書類を添付（設計共同体の場合は、代表構成員及び構成員ごと）する

こと。 

① 様式１-別紙（資本的関係・人的関係調書） 

② 広島市税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可）（証明年月日が参加

表明書提出日から３か月前の日以降のものに限る。） 

③ 建築士事務所登録証明書（写し可） 

  イ 様式２（参加表明者の経歴等） 

    様式に記載のある注意事項等を確認の上、参加表明者（設計共同体の場合は、代表構

成員及び構成員）について、以下のとおり記入すること。 

① 名称 

参加表明者の名称を記入すること。 

② 参加表明者の業務の実績 

過去１５年間における教育施設等の新築、増築又は改築（改修、模様替工事は除く。

以下同じ。）に係る日本国内の設計業務実績（平成２２年６月以降の業務で公示日ま

でに完了しているもの）を１件（設計共同体の場合は、代表構成員及び構成員各１件
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ずつ）記入するとともに、実績を証明する書類（契約書の写し等）を添付すること。 

※ 教育施設等とは、学校教育法の学校（小学校、中学校、義務教育学校（小・中一

貫校）、高等学校、中等教育学校（中・高一貫校）、特別支援学校に限る）とする

（以下同じ）。 

※ その他、実績の対象とするとする施設は、建築基準法別表第１（い）欄（１）項

から（４）項に掲げる用途に供するもの（下宿、共同住宅、寄宿舎は除く。）及び

事務所その他これに類するものとする。 

  ウ 様式３（管理技術者及び照査技術者の資格・経歴等） 

    様式に記載のある注意事項等を確認の上、管理技術者については①から⑧、照査技術

者については①から③を以下のとおり記入すること。 

① 氏名 

     技術者の氏名及びふりがなを記入すること。 

   ② 所属・役職 

     技術者の所属する組織及び役職を記入するとともに、雇用関係を確認できるものの

写し（健康保険被保険者証等）を添付すること。 

   ③ 保有資格 

     技術者の保有する一級建築士の登録番号を記入するとともに、資格を証明する書類

（免許証の写し等）を提出すること。 

     また、建築士法第２２条の２に定める期間内に同条に定める定期講習を受講したこ

との分かる書類を提出すること（建築士法施行規則第１７条の３７第１項１一級建築

士定期講習の項イ（同条第２項及び第３項において準用する場合を含む。）に該当す

る場合を除く。）。 

   ④ 業務の経験 

      管理技術者としての経験年数（公示日時点での満年数とする。）を記入すること。 

⑤ 業務の実績 

      管理技術者が担当した過去１５年間における教育施設等の新築、増築又は改築に

係る日本国内の設計業務実績（平成２２年６月以降の業務で公示日までに完了して

いるもの）を１件記入すること。 

   ⑥ 受賞歴 

      管理技術者について、建築関係建設コンサルタント業務のうち、別紙１２「建築

業界における公的又は公益的機関の主たる賞について」に示すものなどの公的又は

公益的機関による建築作品（建設することを前提としたものを対象とし、イメー

ジ・コンペやアイデア・コンペは対象としない。）としての受賞歴（以下「受賞歴」

という。）のうち、主任担当技術者以上の立場で携わったものを記入するとともに、

受賞実績が分かるもの（賞状の写し、受賞時の講評、掲載された雑誌の写し等）を

添付すること。 

      ただし、記入の対象とする受賞歴は、原則として、日本国内の別紙１２に示す賞

のものとするが、その他の海外の賞等については、前記７⑴及び⑵により質問をし、

同⑶による回答を確認すること。 

なお、受賞歴の記載は３件までとする。 

ただし、同一物件において複数の機関から受賞していたとしても、１件と評価する。 

   ⑦ 継続教育（ＣＰＤ） 

      管理技術者について、令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

に取得した時間数を記入するとともに、建築ＣＰＤ運営会議プログラム認定証明書

や建築士会ＣＰＤの実績証明書の写しを添付すること。 
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   ⑧ 手持ち業務の状況 

     管理技術者について、公示日現在の手持ち業務の状況について記入すること。 

  エ 様式４（主任担当技術者の経歴等） 

    主任担当技術者別に、様式３と同様（前記ウの「管理技術者」を「主任技術者」に読

み替える。）に記入すること（⑥受賞歴については、建築（総合）担当主任技術者のみ

とする。）。 

    ただし、前記ウ③の保有資格については、技術者の保有する資格のうち、次の資格評

価表に記載された当該分野の資格を記入するとともに（海外の資格については、当該資

格と同等であると判断できる説明資料を提出する場合は記入してもよい。）、当該資格

を証明する書類（資格者証の写し等）を添付すること。 

    また、建築士法に規定される建築士の技術者資格を記入する場合は、建築士法第２２

条の２に定める期間内に同条に定める定期講習を受講したことの分かる書類を提出する

こと（建築士法施行規則第１７条の３７第１項１一級建築士定期講習の項イ（同条第２

項及び第３項において準用する場合を含む。）に該当する場合を除く。）。 

分担業務分野 評価する技術者資格 

建築（総合） 
一級建築士 

二級建築士 

建築（構造） 

構造設計一級建築士 

一級建築士 

二級建築士 

電気 

設備設計一級建築士 

建築設備士、技術士、一級建築士 

一級電気工事施工管理技士 

二級電気工事施工管理技士 

機械 

設備設計一級建築士 

建築設備士、技術士、一級建築士 

一級管工事施工管理技士 

二級管工事施工管理技士 

     ※ 「技術士」の資格は、当該分野における技術士に限る。 

オ 様式５（協力事務所の名称等） 

    主任担当技術者（建築（総合）を除く。）の業務を再委託する場合には、協力事務所

の名称、再委託する理由及び内容等を様式に従い記入すること。 

  カ 様式６（設計共同体結成届） 

  設計共同体でプロポーザルに参加する場合に作成し、提出すること。 

キ 様式７（設計共同体協定書） 

    設計共同体でプロポーザルに参加する場合は、協定を締結し、協定書の写しを提出す

ること。 

  ク 様式８（設計共同体の取組体制） 

    設計共同体でプロポーザルに参加する場合は、分担業務分野ごとに、代表構成員・構

成員の欄に所属、担当者氏名及び業務分担率等を記入すること（構成員の業務分担率は、

３０％以上とすること。）。 

⑶ 参加表明書の受付等 

ア 受付期間 

    公示日から令和７年６月２５日（水）まで    
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ただし、持参する場合は受付期間の８時３０分から１７時１５分まで（市の休日を除

く。）とし、郵送の場合は受付期間の最終日必着とする。 

  イ 提出部数等 

    １部を担当課へ持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。）するこ

と。提出に要する費用の負担は参加表明者の負担とする。 

 

９ 技術提案書の提出者の選定等 

  設計者選定審査委員会（後記１５参照）において、提出された参加表明書の審査（評価）

を行い、参加表明者のうち評価の合計点の高い者から技術提案書の提出者（以下「技術提案

者」という。）を選定する。 

⑴ 技術提案者の選定方法等 

ア 技術提案者の選定基準 

    別紙１０「技術提案書の提出者を選定するための基準」のとおりとする。 

イ 技術提案者の選定数 

    技術提案者は５者程度を選定する。 

⑵ 技術提案者の選定結果の通知 

   令和７年７月初旬（予定）に、技術提案者の選定結果を参加表明者全員に通知する。 

 

10 非選定理由に関する事項 

⑴ 参加表明者のうち、技術提案者として選定されなかった者に対しては、選定されなかっ

た旨とその理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）により通知する。 

⑵ 前記⑴の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（市の休日を除

く。）以内に、書面（様式は自由）により、広島市長に対して非選定理由について説明を

求めることができる。 

⑶ 前記⑵の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（市の休

日を除く。）以内に書面により行う。 

⑷ 非選定理由の説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりとする。 

ア 受付場所 前記６の担当課 

イ 受付時間 ８時３０分から１７時１５分まで 

 

11 技術提案書の提出等 

⑴ 提出書類 

   前記９⑵により選定の通知を受けた者は、様式９から様式１３までを作成して、前記６

の担当課へ提出すること。 

⑵ 提出書類の作成方法等 

  ア 各様式共通事項 

    各様式とも１枚ずつ作成することとし、文章の文字サイズは１１ポイント以上、イメ

ージ図等の注釈は８ポイント以上とし、判読できるものとすること。 

    なお、記載に当たっては、以下の事項に留意すること。 

・技術提案は、文章での表現を原則とし、基本的考え方を簡潔に記述する。 

・視覚的表現については、文章を補完するために必要最小限の範囲においてのみ認め

るが、具体的な建物の設計又はこれに類する表現、詳細・細部の描き込みや、簡易

でない表現をしてはならない（表現の許容範囲については、別紙１３「表現の許容

範囲の取扱い」を参照）。 

・技術提案の評価に当たっては、文章により表現された内容を評価することが基本で
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あり、文章を補完するイメージ図等の視覚的表現については、見栄えや精度で差を

つけて評価することはない。 

・説明文の補足と認められない視覚的表現（例えば、イメージ図での表現があるがそ

れに対応する説明文がない場合など）は、評価対象とならない。 

・視覚的表現の表現方法が許容範囲を超えているものが含まれると判断される場合は、

別紙１１「技術提案書を特定するための基準」における評価項目「業務実施方針及

び手法」の６つの評価の着目点ごとに、当該評価点から、その２分の１を減点する。 

・技術提案者（設計共同体の構成員、協力事務所を含む。）を特定することができる

内容の記述（具体的な社名（組織名）、技術者名、過去に設計した建築物の名称、

過去に受注した設計業務の名称等）はしてはならない。 

・設計与条件及び基本計画の内容を踏まえた技術提案を行うものとする。 

なお、上記に反する内容でなければ、上記にない事項に関する技術提案を妨げるも

のではない。 

    提出書類について、この実施要領及び別紙の書式に示された条件に適合しない場合は

減点又は無効とすることがある。 

    また、書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は日本の標準時及

び計量法（平成４年法律第５１号）によること。 

    なお、様式１０、様式１１、様式１２及び様式１３の全ての表面には技術提案者（協

力事務所を含む。）を特定することができる内容（具体的な社名等）の記述はしないこ

ととし、裏面に技術提案者名を記入すること。 

  イ 様式９（技術提案書） 

技術提案者（設計共同体の場合は、代表構成員及び構成員）及び作成者を記入するこ

と。 

  ウ 様式１０（業務実施方針及び手法） 

    業務の実施方針、取組体制及び設計チームの特徴（協力体制・業務分担体制等）を本

様式１枚（片面）に簡潔に記述すること。 

なお、他の建設コンサルタント等の協力、又は学識経験者の援助を受けて業務を実施

する場合には、技術提案書にその旨を明記すること。 

  エ 様式１１－１（評価テーマ等に対する技術提案） 

    次の各評価テーマに対する技術提案について、本様式２枚（片面）にまとめて記述す

ること。（各評価テーマの内容については、別紙１１に記載している。） 

・評価テーマ１： 主体的で深い学びを実現することができる施設 

・評価テーマ２： 地域と連携・協働できる施設 

・評価テーマ３： 湯来地域の豊かな自然になじむ木質感あふれる施設 

  オ 様式１１-２（その他、設計上の配慮事項等に対する技術提案（評価テーマに対する

内容を除く。）） 

評価テーマに対する内容を除く、設計上の配慮事項等に対し、設計与条件及び基本計

画の内容を踏まえた技術提案について、本様式１枚（片面）にまとめて記述すること。 

  カ 様式１２（過去の作品） 

    管理技術者が携わった設計業務のうち、過去１５年間（平成２２年６月から公示日ま

でをいう。）に完成している建築物を２件まで選び記述すること（評価対象ではないが、

技術提案書を審査する際の参考とする。）。 

    建物概要（配置図、平面図、立面図、透視図、写真、設計意図等で、説明に当たって

必要と考えるもの）は、２件を本様式１枚（片面）にまとめて記述すること。 
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キ 様式１３（評価テーマ等に対する技術提案（公表用）） 

    様式１１－１及び１１－２の概要版として、２枚（片面）にまとめて作成すること。

また、本市ホームページ等に掲載する公表用として使用するため、記述は公表できる

ところまでとする。ただし、イメージ図等がある場合は必ず掲載すること。また、表

面には技術提案者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容（具体的な社名

等）の記述はしないこと。 

⑶ 技術提案書の提出期間等 

ア 受付期間 

    技術提案書の提出者の選定結果通知日の翌日から令和７年８月２０日（水）まで 

持参する場合は受付期間の８時３０分から１７時１５分まで（市の休日を除く。）と

し、郵送の場合は受付期間の最終日必着とする。 

イ 提出部数等 

    様式９及び様式１３は１部、様式１０、様式１１－１、１１－２及び様式１２は１３

部（左綴じ、カラー使用可）を担当課へ持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残る

ものに限る。）すること。また、様式１０、様式１１－１、１１－２、様式１２及び様

式１３についてはＰＤＦデータを前記６の担当課宛に提出すること。なお、提出に要す

る費用の負担は技術提案者の負担となる。 

⑷ 技術提案書に係る質疑 

   技術提案書に係るヒアリング（審査委員会）実施に先立ち、技術提案書について、本市

から文書による質疑を行うことがある。その場合、技術提案書の提出者は、技術提案書に

係るヒアリング（審査委員会）の５日前までに、文書により回答するものとする。回答は、

技術提案書の一部とみなす。 

 

12 技術提案書の特定方法等 

⑴ 技術提案書等の特定 

   提出された技術提案書については、設計者選定審査委員会（後記１５参照）において、

ヒアリングを実施の上で審査（評価）し、総合評価点が最も高いものから順に順位付けし

て特定する。 

   また、その技術提案者を「第一位特定者」、「第二位特定者」、「第三位特定者」と、全員

を順位付けして特定する。 

   ただし、別紙１１「技術提案書を特定するための基準」における評価項目「業務実施方

針及び手法」の評価点の合計が７０点満点中６割未満である者、又は同項目の６つの評価

の着目点のうち、いずれかの評価点が各配点の２割以下である者は、特定しないものとす

る。 

  ア ヒアリングの実施 

    ヒアリングについては、提出された技術提案書を基に行う。 

    なお、実施日時（令和７年９月初旬を予定）、場所等の詳細は技術提案者に別途連絡

する。 

  イ 技術提案書の特定基準 

    別紙１１「技術提案書を特定するための基準」のとおり。 

⑵ 設計候補者の選定 

   前記⑴により特定された者を、第一位特定者から順に設計候補者（以下「候補者」とい

う。）として選定する。 
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⑶ 候補者の選定結果の通知 

   令和７年９月初旬（予定）に、候補者の選定結果を技術提案者全員に通知する。 

   なお、この通知は、単に候補者の選定結果を伝える事実上の行為であり、設計者を決定

するものではない。 

 

13 非特定理由に関する事項 

⑴ 提出した技術提案書が特定されなかった者（以下「非特定者」という。）に対しては、

特定されなかった旨とその理由（非特定理由）を書面により通知する。 

⑵ 前記⑴の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（市の休日を除く。）

以内に、書面（様式は自由）により、広島市長に対して非特定理由について説明を求める

ことができる。 

⑶ 前記⑵の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（市の休

日を除く。）以内に書面によって行う。 

⑷ 非特定理由の説明請求の受付場所及び受付時間は次のとおりとする。 

  ア 受付場所 前記６の担当課 

  イ 受付時間 ８時３０分から１７時１５分まで 

 

14 審査結果等の公表 

⑴ 審査結果の公表 

   候補者の選定後、以下のとおり審査結果を公表する。 

区   分 
技術提案書(公表用) 

（様式１３） 
評価の 
総合計点 

備考 

技術 
提案者 

①第一位特定者 公表 公表 
参加表明者名
と共に公表 

②第一位を除く特定者 公表 公表 

匿名で公表 ③非特定者 公表 公表 

参加表明者（技術提案者を除く）  公表 

※ ②の特定者のうち、後記１６⑵により契約交渉の相手方になった者については、①

と同様に公表する。 

※ 前記１２⑴のただし書き及び後記１７により無効又は失格となった場合には、その

者の名称及び評価されなかった項目については、公表しないものとする。 

⑵ 応募者の公表 

   候補者の選定後、参加表明者名を順不同にて公表する。 

⑶ 委員等の公表 

   候補者の選定後、後記１５の委員等を公表する。 

 

15 設計者選定審査委員会 

  技術提案者の選定及び技術提案書の特定は、湯来地域における小中一貫教育校校舎新築工

事に伴う基本・実施設計業務設計者選定審査委員会で行う（本審査委員会の委員等は前記１

４のとおり候補者の選定後に公表する。）。 

 

16 契約等 

⑴ 本業務の契約は、市と設計者等の２者契約とし、候補者と見積合せの上、契約の締結を

行う。 
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⑵ 候補者が辞退、失格又はその他の理由で契約締結に至らなかった場合は、次の順位の特

定者を候補者とし、契約交渉を行う。 

 

17 その他の留意事項 

⑴ 本業務は、基本設計及び実施設計の業務を行うものであり、基本設計完了後、本市の承

認を得た上で、実施設計に着手すること。 

⑵ 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑶ 提出期限までに参加表明書を提出しない者及び非選定通知を受けた者は、技術提案書を

提出できないものとする。 

⑷ 提出された参加表明書及び技術提案書は返却しない。 

⑸ 提出された技術提案書の著作権は、その技術提案者に帰属することとする。 

⑹ 提出された参加表明書は、技術提案者の選定以外に参加表明者に無断で使用しない。 

なお、選定に必要な範囲において複製を作成することがある。 

⑺ 提出された「評価テーマに対する技術提案（公表用）」（様式１３）は、候補者の選定後、

特定・非特定者に限らず、全て本市ホームページ等に掲載し公表することとしている。 

ただし、前述のとおり、技術提案者名については契約交渉の相手方となった特定者のみ

表示することとしている。 

なお、無効となった技術提案書は公表しないものとしている。 

⑻ 参加表明書及び技術提案書の提出は、１参加企業につき１申請とする。 

⑼ 提出期限以降における参加表明書及び技術提案書の差替え及び再提出は認めない。また、

参加表明書及び技術提案書に記載した配置予定技術者は、原則として変更できない。 

ただし、病気、死亡、退職等のやむを得ない理由が生じた場合には、同等以上の技術者

を配置するとともに、発注者の了解を得て変更することができる。 

⑽ 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載があった場合には、参加表明書又は技術提案書

を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名除外を行うことがある。 

⑾ 参加表明書及び技術提案書が書類不備（誤記載を含む。）で確認できない場合、参加表

明書又は技術提案書を無効とする。 

⑿ 参加表明者及び協力事務所が、参加表明書の提出後から契約までの間において、前記３

に示す条件を満たすことができなくなった場合は、その参加表明者が提出した一切の提出

物を無効とし、失格とする。 

⒀ 前記６の担当課以外へ電話等により直接問い合わせることは厳に禁止する。 

⒁ 参加表明者（参加表明を予定している者を含む。）又はその関係者は、公示日から候補

者を選定するまでの期間において、技術提案者の選定及び技術提案書の特定に関して、設

計者選定審査委員会の委員に接触することを禁止し、接触の事実が認められた場合には、

失格とすることがある。 

⒂ 本プロポーザルは、候補者を選定するものであるため、設計業務の具体的な内容につい

ては、技術提案書に記載された内容を反映しつつ発注者との協議に基づいて決定するもの

とする。 

⒃ 今後の社会経済状況の変化、その他不可抗力等により、事業計画の変更又は中止をする

場合がある。この場合、参加表明者に対して市は一切の責任を負わないものとする。 

⒄ 本業務の結果、高度な技術力に基づく工事監理が必要と認められる場合には、本業務の

評価を踏まえた上で、本業務に係る工事の工事監理業務をプロポーザル方式で選定された

候補者と随意契約することがある。 


